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代表質問にたつ市田
忠義書記局長＝1月
28日、参院本会議

国保税引き下げをもとめる署名行動＝所沢駅前

「国保をよくする福岡市の会」と
ともに市に要請する日本共産党
福岡市議団（後列）
＝昨年12月、福岡市役所

代表質問にたつ志位和夫委員長
＝1月27日、衆院本会議

　大企業の“ためこみ金”が244兆円に膨張する一方で、労働者の賃金は、
97年のピーク時から年収61万円、総額30兆円も減少しています。
　「こんな『賃下げ社会』でいいのか」―日本共産党は、1月24日からはじ
まった国会で、 “正社員化、最低賃金引き上げ、中小企業支援、解雇規制”
などの「総合的な賃上げ政策」をワンパッケージでおこなうよう提案しました。

　国保税引き下げをもとめる署名や条例提
案など、市民と日本共産党が議会内外で力
をあわせ、4月から1人あたり年5000円
引き下げを実現しました。

　市民と日本共産党の共同したとりくみで、08年、
09年の2年連続、標準世帯であわせて5万円の国
保料引き下げを実現。さらに来年度も1人あたり
2000円の引き下げが実現する見込みです。

賃上げ・

国保料（税）引き下げ
住民と日本共産党の
共同で実現

4月から 1人
年5000円引き下げ

中小企業支援
経済成長を

日本共産党の代表質問

所沢市
埼玉

2年連続　1世帯
5万円引き下げ

福岡市

内需ふやし
て
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